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（１）　市全体の決算状況

一般会計・特別会計歳入歳出決算額
（単位：千円）

歳入決算額 歳出決算額 差引額

22,478,280 21,795,740 682,540

12,916,652 12,403,611 513,041

国民健康保険 6,543,505 6,149,993 393,512

後期高齢者医療 1,187,994 1,177,903 10,091

介護保険 3,225,384 3,178,541 46,843

下水道事業 1,859,531 1,811,808 47,723

農業集落排水処理施設事業 7,750 6,803 947

三ケ峯台団地汚水処理事業 10,484 8,850 1,634

南山エピック団地汚水処理事業 7,964 6,497 1,467

五色園団地汚水処理事業 74,040 63,216 10,824

35,394,932 34,199,351 1,195,581

　※　平成２２年度決算額との比較は「３ 資料」をご参照ください。

１　平成２３年度決算について

合計

会計名

一般会計

特別会計

   平成２３年度は、第５次総合計画がスタートし「いつまでも暮らしやすい　み
どりの住環境都市」を目指し各種事業を実施し、一般会計と特別会計を合わ
せた決算額は、歳入が３５３億９，４９３万２千円、歳出が３４１億９，９３５万１千
円となり、差引額が１１億９，５５８万１千円となりました。

   このうち、一般会計の決算額は、歳入が２９年ぶりに普通交付税が交付され
るなどで２２４億７，８２８万円、歳出が竹の山地区新設校建設事業、子ども手
当支給事業、防災関連事業をはじめ各種事業の実施により２１７億９，５７４万
円となり、差引額が６億８，２５４万円となりました。

   また、国民健康保険、後期高齢者医療、介護保険、下水道事業、農業集落
排水処理施設事業及び３つの団地汚水処理施設事業を合わせた8つの特別
会計の決算額は、歳入が１２９億１，６６５万２千円、歳出が１２４億３６１万１千
円となり、差引額が５億１，３０４万１千円となりました。
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田園フロンティアパーク本郷農園 市民協働型モデル事業の一環で開講された「子
ども大学」

竹の山地区に新設した障害者支援拠点「障害者
福祉センター」

建設中の竹の山地区小中併設校の完成イメージ
図

埋蔵文化財保護事業 1,362万円

給食センター増改築事業 1,314万円 市民協働型モデル事業　　 80万円

竹の山地区新設校建設事業　11億5,968万円 総合計画進行管理事務　　 43万円

事業名 事業費 事業名 事業費

5
次代を担う人を育み、生涯学び続け
られる環境づくり

6 市民自治力と行政経営力の向上

建築物耐震化促進事業 4,758万円 観光振興事業 1,241万円

公共交通対策事業 1億4,380万円 田園フロンティアパーク整備事業　 2,463万円

市道東名側道南線整備事業　 4,683万円 農業用水路維持管理事業 1,317万円

事業名 事業費 事業名 事業費

3
快適で利便性の高い持続可能な都市
づくり

4 暮らしを支える産業の振興

予防接種推進事業 3億4,415万円 東部丘陵保全事業 1,335万円

障害者支援拠点整備事業 2億4,179万円 防犯施設維持整備事業 4,448万円

放課後児童対策事業　 1億1,247万円 交通安全対策事業　　 3,023万円

事業名 事業費 事業名 事業費

1
子育て・健康長寿を支えるまちづく
り

2
安全・安心で、自然と共生した暮ら
しの実現

　平成２３年度に実施した主な事業を、第５次総合計画の６つの基本目標別に示
すと次のとおりです。
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（２）　一般会計の歳入決算状況

一般会計歳入決算額

款 款名称 平成23年度平成22年度 増減額 伸率
23年度
構成比

1 市税 13,416,071 13,294,315 121,756 0.9 59.7

2 地方譲与税 225,257 230,717 △ 5,460 △ 2.4 1.0

3 利子割交付金 55,871 65,740 △ 9,869 △ 15.0 0.2

4 配当割交付金 38,870 35,563 3,307 9.3 0.2

5 株式等譲渡所得割交付金 9,290 11,797 △ 2,507 △ 21.3 0.0

6 地方消費税交付金 734,364 723,969 10,395 1.4 3.3

7 ゴルフ場利用税交付金　 1,961 1,960 1 0.1 0.0

8 自動車取得税交付金 91,850 111,137 △ 19,287 △ 17.4 0.4

9 地方特例交付金 242,058 191,305 50,753 26.5 1.1

10 地方交付税 183,057 103,337 79,720 77.1 0.8

11 交通安全対策特別交付金 14,782 14,702 80 0.5 0.1

12 分担金及び負担金 423,390 396,514 26,876 6.8 1.9

13 使用料及び手数料 182,752 195,675 △ 12,923 △ 6.6 0.8

14 国庫支出金　 2,643,752 2,052,786 590,966 28.8 11.8

15 県支出金　 1,314,687 1,334,471 △ 19,784 △ 1.5 5.8

16 財産収入　 20,678 13,306 7,372 55.4 0.1

17 寄附金　 12,299 2,868 9,431 328.8 0.1

18 繰入金　 522,190 83,142 439,048 528.1 2.3

19 繰越金　 664,130 779,973 △ 115,843 △ 14.9 2.9

20 諸収入 1,072,571 988,985 83,586 8.5 4.8

21 市債 608,400 2,255,500 △ 1,647,100 △ 73.0 2.7

22,478,280 22,887,762 △ 409,482 △ 1.8 100.0

自主財源 16,314,081 15,754,778 559,303 3.6 72.6

依存財源 6,164,199 7,132,984 △ 968,785 △ 13.6 27.4

　※　平成21年度以前の一般会計歳入決算額は「３ 資料」をご参照ください。

合　　計

内
訳

（単位：千円、％）

   平成２３年度の一般会計歳入決算額は、前年度に比べて市税、地方交付
税、国庫支出金などが増額となった一方で、自動車取得税交付金、県支出
金、市債が減額となったため、前年度対比△１．８％、４億９４８万２千円減の
２２４億７，８２８万円となりました。
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   市税は、個人市民税が前年度に比べ減少したものの、法人市民税や固定
資産税が増加したことで前年度対比０．９％増の１３４億１，６０７万１千円となり
ました。

   地方特例交付金は、自動車取得税交付金の減収や児童手当及び子ども
手当支給事業に伴う地方負担の増加に対応するための措置として前年度対
比２６．５％増の２億４，２０５万８千円となりました。

   地方交付税は、普通交付税が２９年ぶりに交付され前年度対比７７．１％増
の１億８，３０５万７千円となりました。

   国庫支出金は、子ども手当支給事業や竹の山地区新設校建設事業などに
より前年度対比２８．８％増の２６億４，３７５万２千円となりました。

   繰入金は、市場公募債満期償還金に充てるための減債基金及び障害者
支援拠点整備事業に充てるための地域福祉基金からの繰入などにより前年
度対比５２８．１％増の５億２，２１９万円となりました。

   市債は、竹の山地区新設校建設事業、給食センター増改築事業で５億１，
３４０万円増加したものの、竹の山地区新設校用地取得事業の皆減などによ
り、前年度対比７３．０％減の６億８４０万円となりました。

   歳入のうち、市税などの地方公共団体が自主的に収入する財源である「自
主財源」の比率は７２．６％となり、国や県の意思決定に基づき収入される財
源である「依存財源」の比率を大きく上回っており、比較的安定した数値を示
しています。

歳入決算額構成比

市税
59.7%

国庫支出金
11.8%

県支出金
5.8%

市債
2.7%

自主財源
72.6%

依存財源
27.4%

地方譲与税
各種交付金

6.3%

地方交付税
0.8% 諸収入等

5.0%

分担金・負担金
使用料・手数料

2.7%

繰越金
2.9%

繰入金
2.3%
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市税内訳額
（単位：千円）

決算額 構成比 決算額 構成比

市民税 6,849,733 51.0% 6,848,751 51.5% 0.0%

市民税（個人） 6,037,592 45.0% 6,114,592 46.0% △1.3%

市民税（法人） 812,141 6.0% 734,159 5.5% 10.6%

固定資産税 5,620,050 41.9% 5,574,227 41.9% 0.8%

軽自動車税 89,248 0.7% 85,796 0.7% 4.0%

市たばこ税 384,787 2.9% 323,193 2.4% 19.1%

特別土地保有税 0 0.0% 0 0.0% 0.0%

入湯税 3,263 0.0% 3,169 0.0% 3.0%

都市計画税 468,990 3.5% 459,179 3.5% 2.1%

合　　計 13,416,071 100.0% 13,294,315 100.0% 0.9%

税目
平成２３年度 平成２２年度

伸び率

   歳入のうち５９．７％を占め、自主財源の柱となる市税の税目ごとの状況
は、個人市民税が所得割額の減少などにより７，７００万円（１．３％）減少しま
したが、法人市民税が法人均等割額及び法人税割額の増加などにより７，７
９８万２千円（１０．６％）、固定資産税が家屋の増加などにより４，５８２万３千
円（０．８％）、軽自動車税が台数の増加などにより３４５万２千円、市たばこ税
が売上本数が減少したものの、税率引き上げの影響により６，１５９万４千円、
都市計画税が９８１万１千円増加したことなどにより、全体で１億２，１７５万６
千円、０．９％増加しました。

税目別決算構成比

固定資産税
41.9%

市民税
51.0%

都市計画税
3.5%

軽自動車税
0.7%

市たばこ税
2.9%

入湯税
0.0%
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（３）　一般会計の歳出決算状況

一般会計歳出決算額

款 款名称 平成23年度 平成22年度 増減額 伸率
23年度
構成比

1 議会費 305,999 260,156 45,843 17.6 1.4

2 総務費 2,334,848 2,651,298 △ 316,450 △ 11.9 10.7

3 民生費　 8,310,283 7,645,071 665,212 8.7 38.1

4 衛生費　　　　　 2,061,791 1,964,121 97,670 5.0 9.5

5 農林水産業費　 178,192 170,845 7,347 4.3 0.8

6 商工費　 198,814 202,951 △ 4,137 △ 2.0 0.9

7 土木費　　　　 2,210,582 2,490,609 △ 280,027 △ 11.2 10.2

8 消防費　　 879,118 841,073 38,045 4.5 4.0

9 教育費　 3,649,302 2,757,294 892,008 32.4 16.8

10 災害復旧費　 0 0 0 0.0 0.0

11 公債費　 1,663,451 3,235,999 △ 1,572,548 △ 48.6 7.6

12 諸支出金　 3,360 4,216 △ 856 △ 20.3 0.0

13 予備費　 0 0 0 0.0 0.0

21,795,740 22,223,633 △ 427,893 △ 1.9 100.0

　※　平成21年度以前の一般会計歳出決算額は「３　資料」をご参照ください。

合    計

（単位：千円、％）

　 平成２３年度の一般会計歳出決算額は、前年度に比べて竹の山地区新設校
建設事業をはじめとする教育費や生活保護、子ども手当支給事業をはじめとする
民生費などが増額となった一方で、市債の償還金である公債費や区画整理事業
などの土木費などが減額となったため、前年度対比△１．９％、４億２，７８９万３千
円減の２１７億９，５７４万円となりました。

歳出決算額構成比

消防費
4.0%

商工費
0.9%

農林水産業費
0.8%

衛生費
9.5%

民生費
38.1%

総務費
10.7%

諸支出金
0.0%

議会費
1.4%

公債費
7.6%

教育費
16.8%

土木費
10.2%
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　 議会費は、地方議会議員共済会負担金の増加などにより、前年度対比１７．
６％増の３億５９９万９千円となりました。

　 総務費は、庁舎改修工事の減少、愛知県知事選挙及び参議院議員選挙の皆
減などにより前年度対比１１．９％減の２３億３，４８４万８千円となりました。

　 民生費は、子ども手当支給事業の増加、障害者支援拠点整備事業の皆増な
どにより、前年度対比８．７％増の８３億１，０２８万３千円となりました。

　 衛生費は、一般成人健診事業及び予防接種推進事業の増加などにより、前年
度対比５．０％増の２０億６，１７９万１千円となりました。

　 農林水産業費は、田園フロンティアパーク整備事業の増加などにより、前年度
対比４．３％増の１億７，８１９万２千円となりました。

　 土木費は、区画整理組合補助金や下水道事業特別会計繰出金の減少、浅田
平池土地区画整理事業関連整備工事や米野木駅バリアフリー化補助金の皆減
などにより、前年度対比１１．２％減の２２億１，０５８万２千円となりました。

　 消防費は、尾三消防組合負担金や防災用備品購入費の増加などにより、前年
度対比４．５％増の８億７，９１１万８千円となりました。

　 教育費は、小学校関連工事が減少しましたが、竹の山地区新設校建設事業の
工事費の皆増などにより、前年度対比３２．４％増の３６億４，９３０万２千円となりま
した。

　 公債費は、市場公募債元金満期償還金が皆増しましたが、公共用地先行取
得債の元金償還金が皆減したため、前年度対比４８．６％減の１６億６，３４５万１
千円となりました。
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決算額 構成比 決算額 構成比

義務的経費 9,676,081 44.4% 10,938,803 49.2% △ 11.5

　人件費 4,027,771 18.5% 4,073,561 18.3% △ 1.1

　扶助費 3,984,859 18.3% 3,629,243 16.3% 9.8

　公債費 1,663,451 7.6% 3,235,999 14.6% △ 48.6

投資的経費 2,344,913 10.8% 1,407,978 6.3% 66.5

その他経費 9,774,746 44.8% 9,876,852 44.5% △ 1.0

　物件費 4,749,317 21.8% 4,614,271 20.8% 2.9

　維持修繕費 313,918 1.4% 306,857 1.4% 2.3

　補助費等 2,496,572 11.4% 2,590,166 11.6% △ 3.6

　繰出金 2,072,564 9.5% 2,131,273 9.6% △ 2.8

　積立金
　投資及び出資金
　貸付金

142,375 0.7% 234,285 1.1% △ 39.2

合計 21,795,740 100.0% 22,223,633 100.0% △ 1.9

科目
平成２３年度

（単位：千円、％）

平成２２年度
増減比

　 平成２３年度一般会計歳出決算額を性質別に分けると、前年度に比べて支出
が義務付けられていて容易に減らすことのできない「義務的経費」が減少し、委託
料をはじめとする「物件費」や「維持補修費」などを含む「その他経費」は微減した
一方、竹の山地区新設校建設事業、給食センター増改築事業、障害者支援拠
点整備事業などにより「投資的経費」が増加しました。

性質別決算額構成比

その他経費
44.8%

義務的経費
44.4%

投資的経費
10.8%　物件費

21.8%

　維持補修費
1.4%

　補助費等
11.4%

繰出金
9.5%

諸支出
0.7%

人件費
18.5%

扶助費
18.3%

公債費
7.6%投資的経費

10.8%

性質別決算額
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（４）　都市計画税充当事業

都市計画税充当事業決算額
（単位：千円）

事業費 特定財源
一般財源
（都市計画
税含む）

19,125 0 19,125

5,000 0 5,000

39,000 13,000 26,000

669,910 0 669,910

49,461 0 49,461

10,876 0 10,876

事業名

赤池箕ノ手土地区画整理推進支援事業

浅田平池土地区画整理推進支援事業

公園整備事業償還金利子

公園整備事業償還金元金

下水道事業特別会計繰出金

米野木駅前特定土地区画整理推進支援事業

　 都市計画税は、市街化区域に所在する土地又は家屋に対して課すことのでき
る税で、市民税などのどの事業にも充当できる「普通税」に対して、特定の事業に
充当する「目的税」です。都市計画税は、都市計画事業や区画整理事業に充当
されます。

　平成２３年度については、以下のとおり都市計画事業の下水道事業、公園整備
事業及び区画整理事業に充当しました。
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（５）　市債の発行状況

市債の発行状況 （単位：千円）

竹の山地区新設校建設事業
給食センター増改築事業
臨時財政対策債
公共下水道整備事業

市債の現在高 （単位：千円）

平成２２年度
16,773,798
9,026,144

25,799,942合　　計

17,474,113
8,929,981

26,404,094

一般会計
下水道事業特別会計

16,005,051
9,114,545

25,119,596

平成２１年度 平成２３年度

956,500

一般会計

下水道事業特別会計

510,300
3,100

95,000
348,100

合　　計

　 平成２３年度は、一般会計と特別会計を合わせて昨年度より１６億５，２２０万円
少ない９億５，６５０万円を発行しました。
　 一般会計では、竹の山地区新設校建設事業及び給食センター増改築事業で
５億１，３４０万円、財源不足を補うための臨時財政対策債で９，５００万円を発行
しました。
　 特別会計では、下水道事業において公共下水道整備に伴い３億４，８１０万円
を発行しました。
　 また、年度末時点での起債残高は、一般会計が１６０億５０５万円、下水道事業
特別会計が９１億１，４５５万円です。

　なぜ、借金（起債）をするのか？

　財政コラム　①

　地方公共団体が道路や学校など
の公共施設をつくる場合の財源と
しては、国や県からの補助金のほ
かに借金（起債）をすることがありま
す。これは、公共施設は通常数十
年に渡って使用するため、その建
設に伴う費用も建設時点での世代
だけでなく、将来世代にも負担をし
てもらうことで、「世代間の公平」を
保つためです。
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（６）　基金の状況

基金の残高状況 （単位：千円）

Ｈ22末残高 Ｈ23取崩額 Ｈ23積立額 Ｈ23末残高

財政調整基金 1,699,759 1,282 1,701,041

減債基金 252,921 240,000 440 13,361

公共施設整備基金 492,406 924 493,330

地域福祉基金 151,750 150,000 12,000 13,750

東部丘陵保全基金 168,795 11,750 356 157,401

災害対策基金 196,280 11,911 373 184,742

2,961,911 413,661 15,375 2,563,625

特別会計（国民健康保険・介護・各団地汚水） 598,184 87,412 61,090 571,862

3,560,095 501,073 76,465 3,135,487

一般会計

合　　　計

合　　計

　　平成２３年度は、一般会計と特別会計を合わせて５億１０７万円の基金を取り崩
し、基金の運用に伴う利子収入分など一般会計と特別会計合わせて７，６４７万円
を積み立てました。

　 主なものとして、減債基金は、平成１８年度に発行した市場公募債満期償還金
に充てるため２億４，０００万円を取り崩し、地域福祉基金は、竹の山三丁目に開設
しました障害者福祉センターの建設工事に充てるため１億５，０００万円を取り崩し
ました。

　 また、公民館など防災上重要な建築物を対象に、耐震改修費の補助を行った
ため、災害対策基金を１，１９１万円を取り崩しました。

　 財源不足を補うための財政調整基金は、平成２３年度当初予算編成時に７億
１，０００万円の取り崩しを予定していましたが、堅実な財政運営を行ったところ取り
崩しはなくなりました。
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（７）　平成２３年度一般会計決算状況を家計に
　置き換えると

貯　金　残　高 812,000円 年度末基金残高

【借金及び貯金残高】

借　金　残　高 5,067,000円 年度末起債残高

予備費 0円 予備費

合計 574,000円

貯金 0円 積立金

家族への援助 55,000円 繰出金

消耗品・光熱水費・備品購入　等 125,000円 物件費

保険料・税金・
親戚や友人への援助

69,000円 補助費等、投資・出資・貸付金

借入れの返済 44,000円 公債費

自宅の修繕、増改築 70,000円 普通建設費、維持補修費

食費 106,000円 人件費

医療費 105,000円 扶助費

【　支　出　】

費　目 金　額 予算科目

借入れ 16,000円 市債

合計 594,000円

家族からの援助 3,000円 繰入金（他会計）

貯金の取り崩し 11,000円 繰入金（基金）

給料 417,000円
市税、分担金及び負担金、使用料及び手数料
財産収入、寄附金、繰越金、諸収入

親からの援助 147,000円 地方譲与税、交付税、交付金、国庫・県支出金

　市の決算書等を見ても、金額が多いうえ言葉も専門的で分かりにくいこ
ともあり、より身近に感じていただくために、平成２３年度一般会計の決
算額を年収500万円の１ヶ月あたりの家計収支に例えてみました。

【　収　入　】

費　目 金　額 予算科目

　月給417,000円に対し、支出総額は574,000円もあり
ます。支出の内訳をみてみると、最も多額になってい
るのは、消耗品・光熱水費・保険料・備品購入等の
125,000円です。
　また、生活をしていく上で特に必要な食費、医療費、
借入れの返済をあわせると255,000円になります。この
３つは、市の会計においても義務的経費と言われ、削
減することが容易でない経費とされています。
　なお、月額の支出合計が月給を上回ることから、そ
の不足分を親からの援助、貯金の取り崩し、借入れな
どで補っていることになります。
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（１）歳入決算額の推移

２　日進市の財政状況について

　過去１０年間の歳入決算額の推移は、（図２－１）の棒グラフのとお
り平成２１年度以降微減傾向にありますが、平均すると２２０億円前後
で推移しています。
　また、歳入決算額に占める自主財源比率（地方公共団体が自主的に収
入する財源の比率）の推移は、（図２－２）の折れ線グラフのとおり平
成２１年度に大幅に減少したものの、平成２３年度には７０％台まで持
ち直しています。
　歳入決算額に占める自主財源の割合を他団体と比較すると、平成２１
年度を除きいずれも県内及び全国類似団体の数値より高くなっています
（図２－２）。

歳入決算額と自主財源比率の推移（図２－１）

208

187 189

230 229 227 221

242
232 225

69.2
77.1

72.466.877.977.972.471.677.372.2

0

50

100

150

200

250

Ｈ14 Ｈ15 Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23

（億円）

自主財源（表中の斜字は自主財源比率（％）） 依存財源

　 ここからは、日進市の財政状況についてお知らせします。以下の数値
については、地方財政統計に一般的に用いられる会計単位である普通会
計（市の会計のうち、公営事業及び公営企業会計を除いたもの）の数値
を用いています。日進市の普通会計は、一般会計と汚水処理事業特別会
計を合計したものです。
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自主財源比率の類似団体比較（図２－２）

72.2

77.1 77.3

71.6
72.4

77.9 77.9

66.8

69.2

72.4

67.6

64.5

71.873.0

70.0
68.2

66.165.5
67.4

65.0

52.3
54.9

60.761.4

57.1

59.4
56.155.6

57.3

40.0

45.0

50.0

55.0

60.0

65.0

70.0

75.0

80.0

Ｈ14 Ｈ15 Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23

（％）

日進市 県内類似団体 全国類似団体

　 次に、歳入を使途によって区分すると、市税、地方交付税及び地方譲
与税等の使い道を決められていない一般財源等と、国庫・県支出金や地
方債等の使い道が決められている特定財源に分けることができ、歳入総
額に占める一般財源等の割合が高いほど、地方公共団体が自主的判断の
もとに、地域の実態に即応した施策を多く実施することができます。

　 本市の一般財源等比率（歳入総額に占める一般財源等の割合）は、平
成２１年度に一時的に７０％台を下回ったものの、おおむね７５％前後
を推移しています。
　 他団体との比較では、過去１０年間いずれも全国類似団体を上回って
います（図２－３）。

一般財源等比率の推移（図２－３）

76.3

69.8

78.8
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67.9
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73.273.3

74.875.0
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（単位：円）

100.0% 315,307

113,020

100.0% 352,478

特定財源 71,750 26.5% 84,015

100.0%

一般財源等の詳細（表２－１）

100.0% 284,415 100.0% 310,669歳入合計 270,942

一般財源等

地方税

地方譲与税

交付金

地方交付税

その他一般財源等

60,191 21.2% 82,380 26.5%26.6%

10.8%

43,063 15.0% 37,695 12.1% 11.8%

32.1%

41,806

38,371

18,933 6.9% 36,007 11.5%

12,872 3.7%

2,198 0.8% 20,177 6.4% 1,266 0.4% 16,866 5.4%

2,686 0.8%

14,276 5.3% 14,112 4.5% 14,167 5.1% 14,305 4.6%

143,723 40.8%

2,705 1.0% 2,954 0.9% 2,827 1.0% 2,953 1.0%

162,901 57.3% 156,470 50.4%161,080 59.5% 158,042 50.1%

人口一人
あたり額

構成比
人口一人
あたり額

全国類似団体

人口一人
あたり額

構成比
人口一人
あたり額

構成比

日進市 県内類似団体 日進市 県内類似団体

231,292 73.4% 224,224 78.8% 228,289 73.5% 239,458 67.9%

構成比
人口一人
あたり額

構成比

199,192 73.5%

平成２３年度 平成２２年度

　日進市と県内・全国類似団体の人口１人あたりの市税額の推移を比較
すると、各年度とも県内・全国類似団体の数値を上回っているものの、
平成２０年度を境にしてその差は減少傾向にあります（図２－４）。

人口１人あたりの市税額の推移（図２－４）

170,723

163,356

161,619 164,293
169,691

177,035 178,114

169,163
162,901

161,080

158,042
156,470146,141141,540140,414

150,440

165,093167,505 168,707

161,430

141,884
136,003 133,150

137,560 137,063

150,798151,686
146,545143,723

100,000

110,000

120,000

130,000

140,000

150,000

160,000

170,000

180,000

190,000

H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23

（円）

日進市 県内類似団体 全国類似団体

　一般財源等の内訳を人口一人あたりの額で比較すると、地方税につい
ては県内・全国類似団体を上回っているものの、地方交付税は大きく下
回っており、一般財源等の総額についても、本市は県内・全国類似団体
の数値を下回っています（表２－１）。
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（２）歳出決算額の推移
　過去１０年間の歳出決算額の推移は、平成２１年度をピークに減少傾
向にあり、歳出決算額に占める性質別毎の比率の推移では、投資的経費
が１０％台と低迷する一方で、義務的経費と物件費などを含むその他経
費の比率が４０％台となっています（図２－５）。

　また、義務的経費の推移を県内・全国類似団体と比較すると、平成２
２年度を除き本市の割合が低くなっています。ただし、義務的経費のう
ち扶助費は平成２２年度からの児童手当・子ども手当関連や生活保護世
帯数の増加等により増加傾向にあり、公債費についても竹の山地区新設
校建設工事など新たな地方債の発行を予定していることから注視する必
要があります（図２－６）。

歳出決算額と経費割合の推移（図２－５）
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義務的経費比率の推移（図２－６）
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（３）経常収支比率の推移

（図２－７）

　 経常収支比率は、財政構造の弾力性を示す指数で、人件費、扶助費、
公債費等義務的性格の経常的経費に市税、地方譲与税を中心とする経常
的な一般財源収入がどれだけ充当されているかをみるもので、図式化す
ると図２－７のようになります。

  経常的経費に充当した経常一般財源が小さいほど、つまり経常収支比
率が低いほど経常余剰財源が大きくなるため、普通建設事業のような臨
時的経費に多く充当することができ、財政構造に弾力性があるといわれ
ています。

  経常収支比率は、一般に市は８０％程度、町村は７０％程度が良いと
されています。
　
  本市は平成２０年度以降上昇傾向にあり、ここ数年は８０%台で推移し
ています。過去１０年の推移を県内及び全国類似団体比較すると、全国
類似団体よりは低い数値にあるものの、県内類似団体と比較すると平成
23年度においてはやや上回る値となりました。これは、人口増加や高齢
化、事務の多様化により経常的経費が増大していくのに対し、市税等の
経常一般財源が伸び悩んでいるためだと考えられます（図２－８）。

経常収支比率の推移（図２－８）
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（４）　財政力指数の推移

（図２－９）

普通交付税
（Ａ－Ｂ）

財源不足分

基準財政収入額（Ｂ）
（標準税収入見込額×75％）+地方譲与税等

財政力指数＝基準財政収入額（Ｂ）／基準財政需要額（Ａ）
（通常、上記の算式で求められたものの3ヶ年平均）

　　　基準財政需要額（Ａ）

　 財政力指数とは、財政の豊かさを表す指数の１つで、その地方公共団
体が平均的水準で財政運営を行うために必要な経費（基準財政需要額）
を標準的に収入しうる市税等（基準財政収入額）でどの程度まかなえて
いるかを示したもので、図式化すると図２－９のようになります。 1.00
を超える（財源不足がない）ほどその地方公共団体の税等の財源が豊か
で、独自の施策に振り分ける財源的余裕があることを意味し、普通交付
税は交付されません。

　単位費用×測定単位×補正係数
  （法定）（国調人口等）（事業費補正等）

　本市の財政力指数は、県内類似団体、全国類似団体よりも高い数値を示
しています（図２－１０）。財政力指数は、平成１４年度以降増加傾向
にありましたが、平成１９年度を境に減少傾向に転じ、平成２３年度は
1.０７となりました。また、平成２３年度単年度の財政力指数は、０．
９９となり１．００を下回ったため、昭和５８年度以来２９年ぶりに普
通交付税が交付されました。
　
   基準財政需要額は、国勢調査の人口、道路の延長と面積、小中学校の
児童・生徒数・学級数、地方債の償還費などの数値を基に算定されてい
ます。本市は、人口一人あたりの基準財政需要額が県内類似団体や全国
類似団体より低い数値となっており、行政サービスの提供に必要な標準
的な経費が他市より少ないといえます。ただし、この基準財政需要額
は、各種指標を用いて算出された額から借り入れるかどうかに関わらず
財源不足を補うための臨時財政対策債発行可能額が振り替えられている
ことから、純粋に他市と比較することはできません。
　
   基準財政収入額は、県内類似団体、全国類似団体よりもやや高い数値
を示しています。算定には、市税、地方譲与税、各種交付金の前年度調
定額などを用いて該当年度の見込額を算出しており、これらの収入が他
市と比較して安定しているといえます。
　
   なお、普通交付税として算出される数値は、５年に１度の国勢調査の
人口を用いるなど各自治体の経費を画一的に計算しているため、各自治
体の事情が詳細に反映されているとはいえません。
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人口一人あたりの基準財政需要額及び基準財政収入額（表２－２）

110,605円128,770円 123,865円 125,806円 122,302円

0.82

129,464円 135,068円 125,049円 130,550円 143,323円

1.07 0.98 1.14 1.05財政力指数
（３ヶ年平均）

基準財政需要額

基準財政収入額

日進市 全国類似団体県内類似団体

平成２２年度平成２３年度

県内類似団体 日進市

財政力指数の推移（図２－１０）
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（５）市債及び債務負担行為

過去１０年間の市債発行状況（図２－１１）
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一般会計 特別会計

　市債は、地方公共団体の行う住民全体の恒久的な福祉向上（道路、学
校、公園、下水道などの都市基盤となる施設）に活用される重要な財源
です。市債は借金ですが、これら恒久的施設を建設する際には一時的に
多額の財源を必要とするため、財源としての市債を有効に活用する必要
があります。また、将来的に施設を利用する市民にも返済について負担
していただき世代間の公平を図るという重要な役割があります。過去１
０年間における市債の発行状況の推移は（図２－１１）のとおりです。
今後も、計画的な借入れに努め、財政の硬直化を招かないように十分配
慮していきます。

　また、市債と同じように将来の財政支出を拘束するものとして、債務
負担行為があります。これは、複数年度にまたがる大きな工事の請負や
土地・建物等の物件購入、施設の指定管理などについて、議会の議決を
得て翌年度以降の支払を約束したものです。

　本市の債務負担行為は主に、市民会館やスポーツセンター等の施設の
指定管理及び土地開発公社による土地の代行取得によるものです。土地
の代行取得とは公社が市に代わって土地を取得し、市がこれを概ね５年
程度で買い戻していくもので、道路用地や駐車場用地等の市債の対象と
ならない用地取得事業に利用しています。
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　市債と債務負担行為の年度末時点での残高の推移は、（図２－１２）
のようになります。平成２１年度をピークに減少傾向にありますが、竹
の山地区新設校建設に伴う市債を発行する予定があることなどから、注
視する必要があります。

市債及び債務負担行為残高の推移（図２－１２）
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一般財源等に対する市債及び債務負担行為の残高割合（図２－１３）
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日進市 県内類似団体 全国類似団体

　平成２２年度の一般財源等に対する市債と債務負担行為の年度末時点
での残高の割合は、全国類似団体に比較すると低いものの、県内類似団
体と同程度の数値を示しています。
　
  市債や債務負担行為は、１ヶ年あたりの負担は少なくなりますが、財
源を複数年で負担するため、現段階での財政の健全性だけをみて、安易
に残高を増加させないよう、将来の財政状況を考慮しながら慎重に計上
していく必要があります。
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（６）基金
　基金には、大別して特定の目的のために積み立てる特定目的基金と、
年度間の財源の不均衡を調整し、将来にわたって安定的な財政運営のた
めに積み立てる財政調整基金があります。
　
　平成１７年度以降、新図書館建設事業に図書館建設基金を充当するな
ど、基金残高全体では減少傾向にあります。平成２１年度は、減債基金
と公共施設整備基金を積み立てたことから一時的に増加に転じました
が、平成２２年度末をもって一部の汚水処理事業が公共下水道事業に引
き継がれるなどしたため、汚水処理事業財政調整基金が減少したこと
や、平成２３年度に減債基金と地域福祉基金等を取り崩したことにより
基金残高は減少しました。（図２－１４）。

基金残高の推移（図２－１４）
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一般財源等に対する基金残高の割合（図２－１５）
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  次に、本市の一般財源等に対する基金残高の割合（基金残高／一般財
源等）を県内類似団体、全国類似団体と比較します（図２－１５）。

　本市の一般財源等に対する基金残高の割合は、減少傾向にあります。
これは基金残高総額が減少傾向にあるためです。
　
   全国類似団体、県内類似団体より低い数値となっています。基金の中
でも財政調整基金は、将来の歳入歳出の急な変動に対応するために積立
てが必要となるものであり、本市の財政構造に最適な水準になるように
積み立てていく必要があります。
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（７）　財政健全化指標

日進市における健全化判断比率・資金不足比率の対象（図２－１６）
会計名

一般会計

特別
会計

各団地汚水処理事業
（三ケ峯台、南山ｴﾋﾟｯｸ、五色園）

国民健康保険
後期高齢者医療
介護保険

企業
会計

下水道事業
農業集落排水処理施設事業

愛知中部水道企業団
日東衛生組合
尾三消防組合
尾三衛生組合
愛知県後期高齢者医療広域連合
尾張農業共済事務組合

尾張土地開発公社
㈱日進アシスト

愛知県市町村職員退職手当組合
尾張市町交通災害共済組合

　平成１９年６月に「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」（以
下「財政健全化法」という。）が公布され、地方公共団体の財政の健全
化に関する指標を議会へ報告した後、住民へ公表することが義務付けら
れました。また、下水道事業など公営企業会計についても指標を設け同
様の報告と公表が義務付けられました。

　財政健全化法の公布以前は財政再建法がありましたが、財政再建法で
はいきなり財政再建団体（例　夕張市）となり、破綻前に健全化を図る
段階がありませんでした。

　財政健全化法では、自治体の財政状況を指標化し、早期健全化基準と
財政再生基準の２つの基準を設けることで、財政の悪化を早期に発見
し、基準を超えた場合には、財政健全化計画を策定し、自主的に歳出の
抑制や歳入の確保に取り組むこととされました。

　また、財政の悪化状況を把握する範囲も、地方公共団体の本体だけで
なく、地方公営企業や一部事務組合、第三セクターなども加えられまし
た（図２－１６）。

　日進市の場合、平成２３年度決算時点で４つの指標のうち実質赤字及
び連結実質赤字はありません。実質公債費比率と将来負担比率は、早期
健全化基準より下回っています。

実質
赤字
比率

連
結
実
質
赤
字
比
率

実
質
公
債
費
比
率

将
来
負
担
比
率
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健全化判断比率

※「-」は、赤字額がないことを意味しています。
※早期健全化基準は日進市の数値であり、自治体により異なります。

指標 日進市 県内類似団体 早期健全化基準 財政再建基準

実質赤字比率 - - 12.81% 20.0%

30.0%

実質公債費比率 4.6% 4.5% 25.0% 35.0%

連結実質
赤字比率

- - 17.81%

将来負担比率 14.9% 17.9% 350.0%
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※「-」は、資金不足額がないことを意味しています。

用語

事業名 資金不足比率 経営健全化基準

下水道事業 - 20.0%

農業集落排水処理施設事業 - 20.0%

実質赤字比率
 普通会計の実質赤字額の標準財政規模等に対する比率のことです。
連結実質赤字比率
 公営企業会計を含む当該地方公共団体の全会計を対象とした実質赤字額又は資
金の不足額の標準財政規模に対する比率のことです。
実質公債費比率
 公債費、公債費に準ずる債務負担行為、一部事務組合負担金に含まれる公債費
等の標準財政規模等に対する比率のことで、18％以上になると、地方債の発行に
際し許可が必要となり、さらに25％以上になると単独事業に係る地方債が制限さ
れ、35％以上になるとこれらに加えて一部の一般公共事業債についても制限され
ます。
将来負担比率
 地方債残高、公債費に準ずる債務負担行為支出予定額、負担金として支出予定
の一部事務組合地方債残高等の標準財政規模等に対する比率のことです。
早期健全化基準
 自主的かつ計画的にその財政の健全化を図るべき基準であり、財政の状況が悪
化した要因の分析を踏まえ、必要最小限度の期間内に、実質赤字比率は実質赤字
を解消すること、ほかの3つの健全化判断比率は早期健全化未満とすることを目
標として財政健全化計画を定めることとされています。
財政再生基準
 自主的な財政の健全化を図ることが困難な状況において、計画的にその財政の
健全化を図るべき基準であり、財政の状況が著しく悪化した要因の分析を踏ま
え、必要最小限度の期間内に、実質赤字比率は実質赤字を解消すること、他の２
つの健全化判断比率は早期健全化未満とすること等を目標として財政再生計画を
定めることとされています。

　また、公営企業ごとの財政状況を示す指標として資金不足比率が設け
られました。これは、料金収入などから生じる利益等に対してどの程度
資金が不足してるかを示す指標です。
　日進市の公営企業には、下水道事業と農業集落排水処理施設事業があ
りますが、いずれの事業も資金の不足額は生じていません。
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税
収

入
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,5
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23
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収
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額
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34
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人
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0,
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,7
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３

Ⅱ
－
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3
年
度
交
付
税
種
地
区
分

市
町
村
類
型

67
8,
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0
標

準
財

政
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模

0
.
9
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(
3
ヵ
年
1
.
0
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8
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積
立

金
現

在
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計
）
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6

2,
82

9,
70

1

14
,5
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,0
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2

公
債

費
比

率

財
政

力
指

数
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.3

%

13
,9

10
,6

70

1.
3%

指
 
数
 
等

10
,7

82
,8

24

区
　
　
　
分

職
員
数

A
一
人
当
た
り
支
給
月
額

B
/A

 9
.積

立
金
取
崩
額
（
財
調
）

10
,0

00

－

土
地

開
発

基
金

△
 9

6,
23

3

－

被
保

険
者

１
人

当
た

り
給

付
費

23
4,

37
5

被
保

険
者

１
人

当
た

り
保

険
税

調
定

額

21
1,

62
8

H
22

.4
.1

改
定
実

施
年
月
日

議
会

議
長

副
市

長

教
育

長

H
22

.4
.1

H
22

.4
.1

普
通

会
計

か
ら

の
繰

入
額

加
入

世
帯

数H
22

.4
.1

H
22

.4
.1

給
料
月
額

B

H
2
3
.
3
.
3
1

31
,4

00
81

,6
10

世
帯

市
町

村
制

施
行

人
平
成
６
年
１
０
月
１
日

市
制
施
行

年
月

日

中
部

 3
.歳

入
歳
出
差
引
（
Ａ

-Ｂ
）

67
4,

40
6

66
6,

67
9

22
,0

59
69

6,
46

5
11

,8
71

 4
.翌

年
度
へ
繰
り
越

す
べ
き
財
源

 1
.歳

入
総
額

区
　
　
分

基
準

財
政

需
要

額

0.
0%

人

7.
2% 世

帯

40
.1

0.
1

以
降

の

合
併

状
況

32
,1

94

   
  1

62
 人

／
k㎡

人
口
集
中
地
区
人
口

区
  分

産
 業

 
構
 
造

 第
３
次

 第
２
次

41
,4

08
5,

95
7

 3
0,

12
2 

人

25
.9

%

面
　
積

人
 
口
 
密
 度

34
.9

0 
k㎡

 第
１
次

   
 2

,4
14

 人
／

k㎡
47

,3
65

市
町
村
名

所
在
地

日
進
市

愛
知
県
日
進
市
蟹
甲
町
池
下
２
６
８
番
地

コ
ー
ド
番
号

2
3
2
3
0
1

平
成
２
３
年
度

決
 算

 状
 況

区
　
　
　
分

人
　
口

9

職
 員

 数
（
人
）

30
1,

57
0

13
5,

40
5

収
支

額

2,
07

0
25

8,
73

8
一

般
職

員

う
ち

技
能

労
務

職
844
9

教
育

公
務

員

市
町

村
長

(
3
2
7
,
7
6
4
)
円

(
8
4
,
5
6
3
)
千
円

30
1,

57
0

臨
時

職
員

44
9

39
3,

51
2

合
計

国
民

健
康

保
険

事
業

無

48
5,

17
1

67
1,

18
1

3,
65

5

無 無無

13
5,

40
5

－

54
1,

98
3

10
7,

30
6

農
業

集
落

排
水

事
業

9
4
7

介
護

保
険

事
業

下
水

道
事

業

後
期

高
齢

者
医

療
10

,0
91

46
,8

43
47

,7
23

2

76
2,

00
0

68
4,

00
0

92
7,

00
0

指
定
団
体
等
の
状
況

  国
 保

 会
 計

52
2,

00
0

43
8,

00
0

被
保

険
者

数

１
世

帯
当

た
り

保
険

税
調

定
額

18
,2

28
10

,2
45

41
6,

00
0

  平
成

23
年
度
ﾗ
ｽ
ﾊ
ﾟ
ｲ
ﾚ
ｽ
指
数
　

99
.5

公 営 事 業 の 状 況

事
 業

 名
法
適
用
の

有
無

 収
  支

  額
（
千
円
）

普
通
会
計
か
ら
の

繰
入
額
（
千
円
）

54
1,

98
3

9 17
無

2,
19

7,
75

2
事
務
の
共
同
処
理
の

状
況
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,0

05
,0

51

指
定
金
融
機
関

三
菱
東
京
Ｕ
Ｆ
Ｊ
銀
行
　
　
日
進
支
店

歳
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（
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円
、
％
）
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、
％
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市
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Ｋ
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決
算
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財
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収
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.5
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.1
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3
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方
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付
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付
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0
0.
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車
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働
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9
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鉱
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税
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0
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工
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税
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0
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湯
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3
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復
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0
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2
7.

6
1,
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0
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税
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税
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0

旧
法
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合
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0.
0
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0
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93
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69
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合
計
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,4
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0
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9
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87
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業
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入
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2
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固

定
資

産
税
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.3
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市
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村

民
税
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財
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額
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2
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度
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計

・
特

別
会

計
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入
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出
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算
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単
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千
円
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実
質

収
支

単
年

度
収

支
2
2
年

度
実

質
収

支

継
続

費
繰

越
明

許
費

繰
越

事
故

繰
越

(
A
)

(
A
)
-
(
B
)

(
B
)

一
般

会
計

2
2
,
4
7
8
,
2
8
0

2
1
,
7
9
5
,
7
4
0

6
8
2
,
5
4
0

1
7
,
4
1
8

6
6
5
,
1
2
2

1
2
,
8
6
4

6
5
2
,
2
5
8

特
別

会
計

1
2
,
9
1
6
,
6
5
2

1
2
,
4
0
3
,
6
1
1

5
1
3
,
0
4
1

1
3
,
3
1
7

4
9
9
,
7
2
4

△
2
5
0
,
0
0
4

7
4
9
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7
2
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国

民
健

康
保

険
特

別
会

計
6
,
5
4
3
,
5
0
5

6
,
1
4
9
,
9
9
3

3
9
3
,
5
1
2

3
9
3
,
5
1
2

△
8
8
,
8
3
4

4
8
2
,
3
4
6

後
期

高
齢

者
医

療
特

別
会

計
1
,
1
8
7
,
9
9
4

1
,
1
7
7
,
9
0
3

1
0
,
0
9
1

1
0
,
0
9
1

△
2
7
,
5
0
1

3
7
,
5
9
2

老
人

保
健

特
別

会
計
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-
-
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0
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介

護
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険
特

別
会

計
3
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2
2
5
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3
8
4

3
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1
7
8
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5
4
1

4
6
,
8
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3
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6
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4
3

△
1
2
3
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4
5
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8
8
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水

道
事
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特

別
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計
1
,
8
5
9
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5
3
1
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8
1
1
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8
0
8

4
7
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7
2
3

8
,
6
7
6

3
9
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0
4
7

△
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,
6
1
2

4
3
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6
5
9
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業
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落

排
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処
理
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業
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別
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計
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0
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8
0
3

9
4
7

9
4
7

△
2
7
5
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2
2
2
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丘
団

地
汚

水
処

理
事

業
特

別
会

計
-

-
-

-
△
1
3
2

1
3
2

三
井

団
地

汚
水

処
理

事
業

特
別

会
計

-
-

-
-

△
1
6
6

1
6
6

三
ヶ

峯
台

団
地

汚
水

処
理

事
業

特
別

会
計

1
0
,
4
8
4

8
,
8
5
0

1
,
6
3
4

1
,
6
3
4

2
5
0

1
,
3
8
4

訳
南

山
エ

ピ
ッ

ク
団

地
汚

水
処

理
事

業
特

別
会

計
7
,
9
6
4

6
,
4
9
7

1
,
4
6
7

1
,
4
6
7

△
4
2
5

1
,
8
9
2

五
色

園
団

地
汚

水
処

理
事

業
特

別
会

計
7
4
,
0
4
0

6
3
,
2
1
6

1
0
,
8
2
4

4
,
6
4
1

6
,
1
8
3

△
3
,
6
9
1

9
,
8
7
4

栄
汚

水
処

理
事

業
特

別
会

計
-

-
-

-
△
9
7
3

9
7
3

3
5
,
3
9
4
,
9
3
2

3
4
,
1
9
9
,
3
5
1

1
,
1
9
5
,
5
8
1

1
7
,
4
1
8

1
3
,
3
1
7

0
1
,
1
6
4
,
8
4
6

△
2
3
7
,
1
4
0

1
,
4
0
1
,
9
8
6

差
引

額
翌
年
度
へ
繰
り
越
す
べ
き
財
源

合
　
　
　
　
　
　
　
計

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
区
　
分

　
　
会
　
計

歳
入

合
計

歳
出

合
計
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（
３
）
　
平
成
２
３
年
度
一
般
会
計
・
特
別
会
計
歳
入
歳
出
決
算
額

　
　
　
（
前
年
度
比
較
）

　
　

（
単

位
：

千
円

）

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
区

　
分

歳
　

　
　

　
　

　
　

　
入

歳
　

　
　

　
　

　
　

　
　

出

平
成

2
3
年

度
平

成
2
2
年

度
差

引
増

減
平

成
2
3
年

度
平

成
2
2
年

度
差

引
増

減

 
会

　
計

(
A
）

(
B
)

(
A
)
-
(
B
)

(
C
)

(
D
)

(
C
)
-
(
D
)

一
般

会
計

2
2
,
4
7
8
,
2
8
0

2
2
,
8
8
7
,
7
6
2

△
4
0
9
,
4
8
2

2
1
,
7
9
5
,
7
4
0

2
2
,
2
2
3
,
6
3
3

△
4
2
7
,
8
9
3

特
別

会
計

1
2
,
9
1
6
,
6
5
2

1
2
,
9
4
9
,
3
0
4

△
3
2
,
6
5
2

1
2
,
4
0
3
,
6
1
1

1
2
,
1
9
9
,
5
7
6

2
0
4
,
0
3
5

国
民

健
康

保
険

特
別

会
計

6
,
5
4
3
,
5
0
5

6
,
3
0
0
,
6
2
8

2
4
2
,
8
7
7

6
,
1
4
9
,
9
9
3

5
,
8
1
8
,
2
8
2

3
3
1
,
7
1
1

後
期

高
齢

者
医

療
特

別
会

計
1
,
1
8
7
,
9
9
4

1
,
1
0
9
,
7
1
2

7
8
,
2
8
2

1
,
1
7
7
,
9
0
3

1
,
0
7
2
,
1
2
0

1
0
5
,
7
8
3

老
人

保
健

特
別

会
計

-
3
,
4
9
1

△
3
,
4
9
1

-
3
,
4
9
1

△
3
,
4
9
1

内
介

護
保

険
特

別
会

計
3
,
2
2
5
,
3
8
4

3
,
1
0
7
,
9
3
6

1
1
7
,
4
4
8

3
,
1
7
8
,
5
4
1

2
,
9
3
7
,
4
4
8

2
4
1
,
0
9
3

下
水

道
事

業
特

別
会

計
1
,
8
5
9
,
5
3
1

2
,
0
9
2
,
0
2
2

△
2
3
2
,
4
9
1

1
,
8
1
1
,
8
0
8

2
,
0
4
8
,
3
6
3

△
2
3
6
,
5
5
5

農
業

集
落

排
水

処
理

施
設

事
業

特
別

会
計

7
,
7
5
0

6
,
6
1
0

1
,
1
4
0

6
,
8
0
3

5
,
3
8
8

1
,
4
1
5

南
ヶ

丘
団

地
汚

水
処

理
事

業
特

別
会

計
-

1
0
,
1
3
6

△
1
0
,
1
3
6

-
1
0
,
0
0
4

△
1
0
,
0
0
4

三
井

団
地

汚
水

処
理

事
業

特
別

会
計

-
1
4
,
2
3
7

△
1
4
,
2
3
7

-
1
4
,
0
7
1

△
1
4
,
0
7
1

三
ヶ

峯
台

団
地

汚
水

処
理

事
業

特
別

会
計

1
0
,
4
8
4

1
1
,
0
3
9

△
5
5
5

8
,
8
5
0

9
,
6
5
5

△
8
0
5

訳
南

山
エ

ピ
ッ

ク
団

地
汚

水
処

理
事

業
特

別
会

計
7
,
9
6
4

7
,
1
6
8

7
9
6

6
,
4
9
7

5
,
2
7
6

1
,
2
2
1

五
色

園
団

地
汚

水
処

理
事

業
特

別
会

計
7
4
,
0
4
0

7
3
,
0
8
0

9
6
0

6
3
,
2
1
6

6
3
,
2
0
6

1
0

栄
汚

水
処

理
事

業
特

別
会

計
-

2
1
3
,
2
4
5

△
2
1
3
,
2
4
5

-
2
1
2
,
2
7
2

△
2
1
2
,
2
7
2

3
5
,
3
9
4
,
9
3
2

3
5
,
8
3
7
,
0
6
6

△
4
4
2
,
1
3
4

3
4
,
1
9
9
,
3
5
1

3
4
,
4
2
3
,
2
0
9

△
2
2
3
,
8
5
8

合
　

　
　

　
　

　
　

計
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（
４
）
　
一
般
会
計
歳
入
歳
出
決
算
額
の
推
移

（
　
歳
　
入
　
）

 
 
(
単
位
：
千
円
：
％
）

年
度
 
 

平
 
成
 
１
９
 
年
 
度

平
 
成
 
２
０
 
年
 
度

平
 
成
 
２
１
 
年
 
度

平
 
成
 
２
２
 
年
 
度

平
 
成
 
２
３
 
年
 
度

 
 
款

 
構
成
比

 
構
成
比

 
構
成
比

 
構
成
比

 
構
成
比

 
 
1
.
市
税

1
3
,
8
1
9
,
5
1
2

6
1
.
5

1
4
,
1
6
4
,
8
3
6

6
4
.
6

1
3
,
6
1
4
,
4
1
8

5
6
.
6

1
3
,
2
9
4
,
3
1
5

5
8
.
1

1
3
,
4
1
6
,
0
7
1

5
9
.
7

 
 
2
.
地
方
譲
与
税

2
5
2
,
9
4
5

1
.
1

2
4
9
,
5
6
3

1
.
1

2
3
5
,
9
6
9

1
.
0

2
3
0
,
7
1
7

1
.
0

2
2
5
,
2
5
7

1
.
0

 
 
3
.
利
子
割
交
付
金

8
3
,
6
9
9

0
.
3

8
0
,
9
1
5

0
.
4

6
9
,
0
4
3

0
.
3

6
5
,
7
4
0

0
.
3

5
5
,
8
7
1

0
.
2

 
 
4
.
配
当
割
交
付
金

7
1
,
0
6
9

0
.
3

3
8
,
0
4
7

0
.
2

2
8
,
9
5
0

0
.
1

3
5
,
5
6
3

0
.
2

3
8
,
8
7
0

0
.
2

 
 
5
.
株
式
等
譲
渡
所
得
割
交
付
金

5
7
,
8
3
5

0
.
2

1
2
,
7
3
6

0
.
1

1
4
,
1
4
3

0
.
1

1
1
,
7
9
7

0
.
0

9
,
2
9
0

0
.
0

 
 
6
.
地
方
消
費
税
交
付
金

6
9
2
,
8
6
3

3
.
0

6
8
0
,
1
2
7

3
.
1

7
2
5
,
2
1
6

3
.
0

7
2
3
,
9
6
9

3
.
2

7
3
4
,
3
6
4

3
.
3

 
 
7
.
ゴ
ル
フ
場
利
用
税
交
付
金

2
,
0
5
2

0
.
0

1
,
9
8
0

0
.
0

1
,
9
8
3

0
.
0

1
,
9
6
0

0
.
0

1
,
9
6
1

0
.
0

 
 
8
.
自
動
車
取
得
税
交
付
金

2
4
8
,
8
8
0

1
.
1

2
2
1
,
1
8
9

1
.
0

1
3
2
,
7
7
0

0
.
5

1
1
1
,
1
3
7

0
.
5

9
1
,
8
5
0

0
.
4

 
 
9
.
地
方
特
例
交
付
金

1
1
8
,
0
1
3

0
.
5

2
0
9
,
7
3
1

0
.
9

2
3
7
,
4
5
7

1
.
0

1
9
1
,
3
0
5

0
.
8

2
4
2
,
0
5
8

1
.
1

 
1
0
.
地
方
交
付
税

5
7
,
9
1
1

0
.
3

5
8
,
5
3
2

0
.
3

5
8
,
9
0
2

0
.
2

1
0
3
,
3
3
7

0
.
4

1
8
3
,
0
5
7

0
.
8

 
1
1
.
交
通
安
全
対
策
特
別
交
付
金

1
5
,
9
6
1

0
.
1

1
4
,
4
9
8

0
.
1

1
5
,
0
8
6

0
.
1

1
4
,
7
0
2

0
.
1

1
4
,
7
8
2

0
.
1

 
1
2
.
分
担
金
及
び
負
担
金

3
9
2
,
6
0
8

1
.
7

3
6
4
,
1
2
6

1
.
7

3
7
3
,
2
0
3

1
.
6

3
9
6
,
5
1
4

1
.
7

4
2
3
,
3
9
0

1
.
9

 
1
3
.
使
用
料
及
び
手
数
料

1
9
3
,
0
0
0

0
.
9

1
9
1
,
7
5
7

0
.
9

1
9
2
,
0
4
8

0
.
8

1
9
5
,
6
7
5

0
.
8

1
8
2
,
7
5
2

0
.
8

 
1
4
.
国
庫
支
出
金

1
,
3
2
5
,
2
1
1

5
.
9

9
2
8
,
6
9
7

4
.
2

2
,
3
6
6
,
5
4
6

9
.
8

2
,
0
5
2
,
7
8
6

9
.
0

2
,
6
4
3
,
7
5
2

1
1
.
8

 
1
5
.
県
支
出
金

9
3
2
,
6
6
5

4
.
2

9
6
9
,
6
3
9

4
.
4

1
,
0
5
5
,
3
9
5

4
.
4

1
,
3
3
4
,
4
7
1

5
.
8

1
,
3
1
4
,
6
8
7

5
.
8

 
1
6
.
財
産
収
入

3
5
,
0
3
8

0
.
2

2
2
,
2
4
6

0
.
1

3
5
,
2
4
9

0
.
1

1
3
,
3
0
6

0
.
1

2
0
,
6
7
8

0
.
1

 
1
7
.
寄
附
金

1
1
,
6
1
9

0
.
1

1
,
1
3
5

0
.
0

1
,
6
4
2

0
.
0

2
,
8
6
8

0
.
0

1
2
,
2
9
9

0
.
1

 
1
8
.
繰
入
金

7
3
2
,
3
1
1

3
.
3

7
6
0
,
5
9
8

3
.
5

1
1
2
,
2
4
7

0
.
5

8
3
,
1
4
2

0
.
4

5
2
2
,
1
9
0

2
.
3

 
1
9
.
繰
越
金

1
,
5
8
6
,
1
8
2

7
.
1

8
3
7
,
0
9
2

3
.
8

9
7
5
,
2
8
2

4
.
1

7
7
9
,
9
7
3

3
.
4

6
6
4
,
1
3
0

2
.
9

 
2
0
.
諸
収
入

7
1
3
,
2
7
9

3
.
2

7
3
0
,
5
6
6

3
.
3

7
6
5
,
7
1
3

3
.
2

9
8
8
,
9
8
5

4
.
3

1
,
0
7
2
,
5
7
1

4
.
8

 
2
1
.
市
債

1
,
1
2
8
,
0
0
0

5
.
0

1
,
3
7
9
,
0
0
0

6
.
3

3
,
0
2
2
,
3
0
0

1
2
.
6

2
,
2
5
5
,
5
0
0

9
.
9

6
0
8
,
4
0
0

2
.
7

　
 
 
歳
 
 
入
 
 
合
 
 
計
 
 
(
A
)

2
2
,
4
7
0
,
6
5
3

1
0
0
.
0

2
1
,
9
1
7
,
0
1
0

1
0
0
.
0

2
4
,
0
3
3
,
5
6
2

1
0
0
.
0

2
2
,
8
8
7
,
7
6
2

1
0
0
.
0

2
2
,
4
7
8
,
2
8
0

1
0
0
.
0

 
 
 
 
予
 
 
算
 
 
現
 
 
額
 
 
(
B
)

2
3
,
6
5
6
,
5
2
8

2
3
,
6
1
5
,
3
4
0

2
3
,
8
7
4
,
0
6
5

2
2
,
6
8
5
,
2
3
8

2
2
,
2
8
4
,
2
9
8

 
 
 
 
差
 
 
引
 
 
 
 
(
A
)
 
-
 
(
B
)

△
 
1
,
1
8
5
,
8
7
5

△
 
1
,
6
9
8
,
3
3
0

1
5
9
,
4
9
7

2
0
2
,
5
2
4

1
9
3
,
9
8
2

※
 
予
算
現
額
に
は
、
継
続
費
及
び
繰
越
事
業
費
繰
越
財
源
充
当
額
を
含
む
。

（
　
歳
　
入
　
財
　
源
　
内
　
訳
　
）

年
度
 
 

平
 
成
 
１
９
 
 
年
 
度

平
 
成
 
２
０
 
 
年
 
度

平
 
成
 
２
１
 
 
年
 
度

平
 
成
 
２
２
 
 
年
 
度

平
 
成
 
２
３
 
 
年
 
度

 
 
区
分

 
構
成
比

 
構
成
比

 
構
成
比

 
構
成
比

 
構
成
比

 
 
 
 
自
 
 
 
主
 
 
 
財
 
 
 
源

1
7
,
4
8
3
,
5
4
9

7
7
.
8

1
7
,
0
7
2
,
3
5
6

7
7
.
9

1
6
,
0
6
9
,
8
0
2

6
6
.
9

1
5
,
7
5
4
,
7
7
8

6
8
.
8

1
6
,
3
1
4
,
0
8
1

7
2
.
6

 
 
 
 
依
 
 
 
存
 
 
 
財
 
 
 
源

4
,
9
8
7
,
1
0
4

2
2
.
2

4
,
8
4
4
,
6
5
4

2
2
.
1

7
,
9
6
3
,
7
6
0

3
3
.
1

7
,
1
3
2
,
9
8
4

3
1
.
2

6
,
1
6
4
,
1
9
9

2
7
.
4

 
 
 
 
一
 
 
 
般
 
 
 
財
 
 
 
源

1
6
,
9
5
3
,
1
3
2

7
5
.
4

1
7
,
4
3
2
,
4
1
1

7
9
.
5

1
6
,
8
5
8
,
4
6
5

7
0
.
1

1
6
,
5
1
1
,
8
6
0

7
2
.
1

1
6
,
5
8
0
,
4
8
2

7
3
.
8

 
 
 
 
特
 
 
 
定
 
 
 
財
 
 
 
源

5
,
5
1
7
,
5
2
1

2
4
.
6

4
,
4
8
4
,
5
9
9

2
0
.
5

7
,
1
7
5
,
0
9
7

2
9
.
9

6
,
3
7
5
,
9
0
2

2
7
.
9

5
,
8
9
7
,
7
9
8

2
6
.
2

32



（
　

歳
　

出
　

）
(
単

位
：

千
円

：
％

）

年
度

　
平

 
成

 
１

９
 
年

 
度

平
 
成

 
２

０
 
年

 
度

平
 
成

 
２

１
 
年

 
度

平
 
成

 
２

２
 
年

 
度

平
 
成

 
２

３
 
年

 
度

 
 
款

構
成

比
構

成
比

構
成

比
構

成
比

構
成

比

 
 
1
.
議

会
費

2
6
1
,
8
6
5

1
.
2

2
6
6
,
2
3
6

1
.
3

2
6
3
,
2
7
9

1
.
1

2
6
0
,
1
5
6

1
.
2

3
0
5
,
9
9
9

1
.
4

 
 
2
.
総

務
費

2
,
8
4
5
,
0
5
6

1
3
.
2

3
,
0
1
6
,
5
6
9

1
4
.
4

3
,
9
7
9
,
8
4
1

1
7
.
1

2
,
6
5
1
,
2
9
8

1
1
.
9

2
,
3
3
4
,
8
4
8

1
0
.
7

 
 
3
.
民

生
費

5
,
7
9
9
,
2
6
0

2
6
.
8

6
,
5
2
2
,
5
5
6

3
1
.
2

6
,
6
5
2
,
7
6
2

2
8
.
6

7
,
6
4
5
,
0
7
1

3
4
.
4

8
,
3
1
0
,
2
8
3

3
8
.
1

 
 
4
.
衛

生
費

1
,
9
4
4
,
8
9
4

9
.
0

1
,
9
3
0
,
9
8
1

9
.
2

1
,
9
9
3
,
9
1
0

8
.
6

1
,
9
6
4
,
1
2
1

8
.
8

2
,
0
6
1
,
7
9
1

9
.
5

 
 
5
.
農

林
水

産
業

費
1
4
8
,
4
1
5

0
.
7

1
5
2
,
2
3
1

0
.
7

1
5
7
,
5
6
1

0
.
7

1
7
0
,
8
4
5

0
.
8

1
7
8
,
1
9
2

0
.
8

 
 
6
.
商

工
費

2
2
1
,
5
3
4

1
.
0

2
0
7
,
7
6
5

1
.
0

1
9
2
,
4
7
2

0
.
8

2
0
2
,
9
5
1

0
.
9

1
9
8
,
8
1
4

0
.
9

 
 
7
.
土

木
費

3
,
0
5
7
,
7
8
3

1
4
.
1

2
,
9
0
8
,
3
9
2

1
3
.
9

2
,
8
5
7
,
7
7
2

1
2
.
3

2
,
4
9
0
,
6
0
9

1
1
.
2

2
,
2
1
0
,
5
8
2

1
0
.
2

 
 
8
.
消

防
費

9
1
5
,
1
9
8

4
.
2

8
9
8
,
4
9
9

4
.
3

8
6
4
,
1
4
6

3
.
7

8
4
1
,
0
7
3

3
.
8

8
7
9
,
1
1
8

4
.
0

 
 
9
.
教

育
費

5
,
2
6
2
,
6
0
7

2
4
.
3

3
,
8
5
1
,
6
4
9

1
8
.
4

5
,
0
5
8
,
5
0
9

2
1
.
8

2
,
7
5
7
,
2
9
4

1
2
.
4

3
,
6
4
9
,
3
0
2

1
6
.
8

 
1
0
.
災

害
復

旧
費

0
0
.
0

0
0
.
0

0
0
.
0

0
0
.
0

0
0
.
0

 
1
1
.
公

債
費

1
,
1
6
0
,
2
4
5

5
.
4

1
,
1
7
8
,
3
6
6

5
.
6

1
,
2
2
5
,
9
0
8

5
.
3

3
,
2
3
5
,
9
9
9

1
4
.
6

1
,
6
6
3
,
4
5
1

7
.
6

 
1
2
.
諸

支
出

金
1
6
,
7
0
4

0
.
1

8
,
4
8
4

0
.
0

7
,
4
3
0

0
.
0

4
,
2
1
6

0
.
0

3
,
3
6
0

0
.
0

 
1
3
.
予

備
費

0
0
.
0

0
0
.
0

0
0
.
0

0
0
.
0

0
0
.
0

 
 
歳

 
 
出

 
 
合

 
 
計

 
 
(
A
)

2
1
,
6
3
3
,
5
6
1

1
0
0
.
0

2
0
,
9
4
1
,
7
2
8

1
0
0
.
0

2
3
,
2
5
3
,
5
9
0

1
0
0
.
0

2
2
,
2
2
3
,
6
3
3

1
0
0
.
0

2
1
,
7
9
5
,
7
4
0

1
0
0
.
0

 
 
予

 
 
算

 
 
現

 
 
額

 
 
(
B
)

2
3
,
6
5
6
,
5
2
8

2
3
,
6
1
5
,
3
4
0

2
3
,
8
7
4
,
0
6
5

2
2
,
6
8
5
,
2
3
8

2
2
,
2
8
4
,
2
9
8

 
 
差

 
 
引

 
 
(
B
)
-
(
A
)
 
(
C
)

2
,
0
2
2
,
9
6
7

2
,
6
7
3
,
6
1
2

6
2
0
,
4
7
5

4
6
1
,
6
0
5

4
8
8
,
5
5
8

(
C
)
の

内
訳

　
翌

年
度

繰
越

額
2
9
5
,
9
1
0

1
.
3

2
1
0
,
2
7
3

0
.
9

1
2
1
,
3
8
5

0
.
5

4
1
,
2
3
4

0
.
2

2
3
,
1
1
8

0
.
1

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
不

用
額

1
,
7
2
7
,
0
5
7

7
.
3

2
,
4
6
3
,
3
3
9

1
0
.
4

4
9
9
,
0
9
0

2
.
1

4
2
0
,
3
7
1

1
.
9

4
6
5
,
4
4
0

2
.
1

※
１

　
予

算
現

額
に

は
、

継
続

費
及

び
繰

越
事

業
費

を
含

む
。

※
２

 
「

(
C
)
の

内
訳

｣
欄

の
構

成
比

率
は

、
予

算
現

額
に

対
す

る
比

率
で

あ
る

。
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（
５

）
　

財
産

に
関

す
る

調
書

１
　

公
有

財
産

　
（
１
）
土
地
及
び
建
物

前
年
度
末

現
 
在
 
高

決
算
年
度
中

増
 
減
 
高

決
算
年
度
末

現
 
在
 
高

前
年
度
末

現
 
在
 
高

決
算
年
度
中

増
 
減
 
高

決
算
年
度
末

現
 
在
 
高

前
年
度
末

現
 
在
 
高

決
算
年
度
中

増
 
減
 
高

決
算
年
度
末

現
 
在
 
高

前
年
度
末

現
 
在
 
高

決
算
年
度
中

増
 
減
 
高

決
算
年
度
末

現
 
在
 
高

㎡
㎡

㎡
㎡

㎡
㎡

㎡
㎡

㎡
㎡

㎡
㎡

8
,
4
6
5

8
,
4
6
5

7
,
9
3
8

1
,
6
3
2

9
,
5
7
0

7
,
9
3
8

1
,
6
3
2

9
,
5
7
0

消
 
防
 
施
 
設

5
,
0
3
3

5
,
0
3
3

そ
の
他
の
施
設

7
,
0
0
7

7
,
0
0
7

小
　
学
　
校

1
9
6
,
3
3
3

1
9
6
,
3
3
3

5
6
,
4
4
0

5
6
,
4
4
0

5
6
,
4
4
0

5
6
,
4
4
0

中
　
学
　
校

7
0
,
6
1
9

7
0
,
6
1
9

4
0

4
0

3
0
,
3
4
1

3
0
,
3
4
1

3
0
,
3
8
1

3
0
,
3
8
1

竹
の
山
地
区

新
設
校

4
0
,
0
0
0

4
0
,
0
0
0

保
　
育
　
園

9
,
8
5
4

9
,
8
5
4

8
4
2

8
4
2

1
1
,
6
9
5

1
1
,
6
9
5

1
2
,
5
3
7

1
2
,
5
3
7

福
 
祉
 
会
 
館

2
0
,
3
8
3

2
0
,
3
8
3

6
0

6
0

8
,
7
4
9

8
,
7
4
9

8
,
8
0
9

8
,
8
0
9

公
　
　
　
園

5
1
0
,
5
6
3

2
6
2

5
1
0
,
8
2
5

2
3

2
3

2
,
0
7
6

2
,
0
7
6

2
,
0
9
9

2
,
0
9
9

そ
の
他
の
施
設

1
5
1
,
7
6
1

1
,
7
8
1

1
5
3
,
5
4
2

4
4
3

4
4
3

5
2
,
2
3
8

△
 
1
,
6
3
2

5
0
,
6
0
6

5
2
,
6
8
1

△
 
1
,
6
3
2

5
1
,
0
4
9

7
0
,
6
6
5

1
,
9
8
3

7
2
,
6
4
8

1
3
,
1
9
5

1
3
,
1
9
5

8
2
,
9
1
3

8
2
,
9
1
3

5
,
8
2
8

5
,
8
2
8

2
7
1

2
7
1

2
7
1

2
7
1

1
,
1
9
2
,
6
1
9

4
,
0
2
6

1
,
1
9
6
,
6
4
5

1
,
4
0
8

1
,
4
0
8

1
6
9
,
7
4
8

0
1
6
9
,
7
4
8

1
7
1
,
1
5
6

0
1
7
1
,
1
5
6

区
　
　
　
分

土
　
地
（
地
 
 
積
）

木
　
造
（
延
面
積
）

非
木
造
（
延
面
積
）

延
 
 
面
 
 
積
 
 
計

建
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
物

合
　
　
　
　
計

本
　
庁
　
舎

山
　
　
　
林

宅
　
　
　
地

雑
　
種
　
地

そ
　
の
　
他

そ
の
他

の
行
政

機
関

公
共
用

財
産
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全国類似団体

　人口、産業構造の2要素の組み合わせによって、都市を16の類型に、町村を15の類
型に分類し、各類型の中から標準的な財政運営を行っている団体を抽出し財政指数
の平均値を各類型別に取り上げたものです。
　本市は、平成5年度までは町村Ⅷ－４、平成6・7年度は都市Ⅰ－５、平成8年度から
平成17年度まではⅡ－５、平成18年度以降はⅡ－３に分類されます。

全国の類似団体は下記のとおりです。

北海道　　　室蘭市、千歳市、登別市
宮城県　　　塩竃市、多賀城市
茨城県　　　守谷市
埼玉県　　　飯能市、蕨市、鳩ヶ谷市、志木市、和光市、桶川市、蓮田市、坂戸市、
　　　　　　　幸手市、鶴ヶ島市
千葉県　　　四街道市
東京都　　　国立市、福生市、狛江市、東大和市、清瀬市、武蔵村山市、稲城市、
                あきる野市
神奈川県　　逗子市
福井県　　　敦賀市
静岡県　　　伊東市、御殿場市
京都府　　　城陽市、向日市、長岡京市
大阪府　　　泉大津市、貝塚市、泉佐野市、摂津市、高石市、藤井寺市、四篠畷市、
　　　　　　　交野市、大阪狭山市、阪南市
兵庫県　　　芦屋市
奈良県　　　大和高田市、香芝市
福岡県　　　直方市、田川市、筑紫野市、大野城市、太宰府市、古賀市
佐賀県　　　鳥栖市
沖縄県　　　宜野湾市

また県内類似団体とは次の各市です。（12市）
　Ⅱ－３……尾張旭市（1市）
　Ⅱ－２……津島市、犬山市、江南市、大府市、知多市、知立市、豊明市、清須市、
　　　　　　　北名古屋市、みよし市、あま市（11市）

　なおⅡ－３とは、平成１７年国勢調査における人口が5万人以上10万人未満であり、
産業構造がⅡ次、Ⅲ次で95％以上かつⅢ次で65％以上の市、Ⅱ－２とは、産業構造
のⅢ次が65％未満でその他はⅡ－３と同条件である市です。
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